
公開講座実施によるソーシャル・ビジネス創出の第一歩

公開講座実施によるソーシャル・ビジネス創出の第一歩
OrganizingPublicLecturesasaFirstStepto

CreatingaSocialBusiness

奥野 護・上村 修三
MamoruOkuno,ShuzoUemura

要旨（Abstract）

本稿は、奈良県生駒郡三郷町産官学地域活性化連絡協議会主催、「みんなでまちづくりを考える公開講座」（地方

創生先行型交付金助成事業）におけるコミュニティ・ビジネス創生を担う地域リーダー育成の過程と、その成果及

び展望について報告するものである。

キーワード：人口減少、超高齢化、地域貢献、まちづくり、コミュニティ・ビジネス

Ⅰ はじめに

近年、日本の大都市圏を除く「地域」では、人口流失・少子高齢化の進展等により地域経済は深刻な状況にある。

また、大都市圏近郊のベッドタウンといわれる地域においては、給与所得者のリタイアによる所得の減少、購買力

の低下、地元スーパー・商店の閉店、住宅の老朽化などにより生活基盤を維持する公的サービスが弱体化しつつあ

り、重大な社会問題となっている。奈良学園大学三郷キャンパスが立地する奈良県生駒郡三郷町（以下、三郷町）

も全く同様な問題を抱えている。

政府は、このような社会的課題が顕著化する中、地域がそれぞれの特長を活かし自律的で持続的な社会を創生で

きるよう、地方創生先行型交付金による全国市町村を助成する政策を打ち出し、三郷町も2015年助成を受けること

となった。

一方、奈良学園大学では、2014年の人間教育学部・保健医療学部の開設を機に、それまでの委員会組織を改め、

大学の第三の使命である「地域貢献」（１）に資するため「地域連携活動」の拠点となる「社会連携センター」を組織

編成した。

このような背景を踏まえ、奈良学園大学社会連携センターが事務局となり、2015年度、三郷町産官学地域活性化

連絡協議会（２）（以下、連絡協議会）主催「みんなでまちづくりを考える公開講座」（３）（以下、まちづくり講座）
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（１）文部科学省［2005］「我が国の高等教育の将来像」中央教育審議会答申で、大学の「教育」「研究」に継ぐ、第三の
使命として「地域貢献」が義務付けられた。
（２）奈良学園大学三郷キャンパスが位置する奈良県生駒郡三郷町にある産＝三郷町商工会、官＝三郷町役場、学＝奈良県立西和
清陵高等学校・奈良学園大学が組織する産官学連携による地域活性化を目指す協議会。

（３）住民参加型の「コミュニティ開発プロジェクト」と称し、参加者は三郷町在住もしくは三郷町で働く住民で17名。構成は、
男性10名、女性７、年齢層は、男は60代、女性は40代。



（2015年10月－2016年３月）を実施した。

本稿執筆にあたり、筆者（奥野）は、奈良学園大学社会連携センターの職員としてまちづくり講座実施の企画立

案を連絡協議会に提示し、その後の運営をサポートした。本稿では、まちづくり講座の経過、報告を中心に執筆し

た。筆者（上村）は、連絡協議会コーディネーターの立場で、筆者（奥野）と協働し、まちづくり講座での講義を

はじめてとして講座全体のコーディネーターをつとめた。

連絡協議会でまちづくり講座についての報告書をまとめているが、本稿では、幅広くこの取り組みを紹介し、成

果の報告と今後の課題を提示して、他地域の「地方創生」に寄与できるよう報告するものである。

Ⅱ 「みんなでまちづくりを考える公開講座」実施の課題と目的

現在、三郷町では、調査によると、2040年の総人口は、現在の人口23,464人（2014年）と比べて最多推計でも約

14％人口が減少することとなる。また、昭和40年代まで信貴山・朝護孫子寺の門前町として栄えた信貴山地区の観

光産業の衰退、空き家の増加、耕作放棄地の拡大、荒廃林地の増加等、大きな社会的課題となっている（三郷町総

務部まちづくり推進課編 2016）。

2015年、三郷町において地方創生先行型交付金が助成され、三郷町より連絡協議会に「三郷町の社会的課題解決

『地方創生』に関わる事業」を展開するよう提案され、構成団体である奈良学園大学社会連携センター企画提案に

より、まちづくり講座を実施することとなった。

まちづくり講座は、この三郷町の課題解決の一方策を検討し、地域雇用の創出、地域コミュニティを形成する

リーダー育成を目的に開催した。三郷町広報紙等にて公募（写真１）で受講者を募り、結果17名の応募があった。

受講生は、学校支援ボランティア、地域の見守りを行う「鳩の会」のメンバー、三郷町教育委員、自営業等を行っ

ている方々であった。講座には基本的に申込者17名に、連絡協議会構成メンバーのうち常任委員11名と事務局３名

が参加した。

まちづくり講座のテーマは、地域雇用の創出を主眼に置き、地域課題をビジネス的に解決する「コミュニティ・

ビジネス」の創出を目標に組み立て、受講生のスキルの向上を目指すものとなった。次章では、「コミュニティ・

ビジネス」の定義を述べる。
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写真１ 公募で使用したパンフレット
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Ⅲ コミュニティ・ビジネスの定義

細内（2006）は、「コミュニティ・ビジネス」を、社会的課題をビジネス的に解決する「ソーシャル・ビジネス」

の中の一形態で「地域コミュニティを基点にして、住民が主体となり、顔の見える関係の中で営まれる事業とし、

地域コミュニティで眠っていた労働力、原材料、ノウハウ、技術など資源を生かし、地域住民が主体となって自発

的に地域の問題に取り組み、やがてビジネスとして成立させていく、コミュニティの元気づくりを目的とした事業

活動」であると定義している。

山本（2013）は、「ソーシャル・ビジネス」を「社会的企業」とも定義し、自然環境、貧困、高齢化社会、子育て

支援などといったさまざまな社会的課題を市場と捉え、持続可能な経済活動を通して課題解決に取り組む事業体の

ことと概念づけている。

谷本（2006）は、社会的企業に必要な要件を①「社会性」②「事業性」③「革新性」と３つ挙げている。①の

「社会性」とは、今、解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業として捉えること。すなわち、社会的な

事業活動により、地域社会、ステイクスホルダーから支持が集まることで、「社会的企業」の存在価値が認められ

事業は成立するとしている。②の「事業性」とは、社会的事業をわかりやすいビジネスの形にし、継続的に事業活

動を進めていくこと。すなわち、マネジメント能力、商品・サービスの開発力、マーケティング力が求められる。

さらに、ステイクスホルダーにアカウンタビリティをもって経営活動を行っていく必要があるとしている。③の

「革新性」とは、新しい社会的商品・サービスやその提供する仕組みを開発すること。すなわち、一般的な事業を

活用して（提供する商品自体は従来のものと変わらないが）社会的課題に取り組む仕組みの開発が求められる。事

業を通して新しい社会価値を実現し、これまでの社会経済システムを変革していく可能性を示していく必要がある

としている。

本稿では、三郷町における地域住民のコミュニティを基点として、地域における社会的課題を市場とする「コ

ミュニティ・ビジネス」に着目し、「社会的企業」の必要要件①「社会性」②「事業性」③「革新性」を満たす事

業の創出を目指す過程を報告するものである。次章では、まちづくり講座の組立と経過を報告する。

Ⅳ 「みんなでまちづくりを考える公開講座」の経過報告

本稿第Ⅱ章で先述しているように、まちづくり講座は、受講生のスキルアップを目指し、地域リーダーを育成す

ることにあり「コミュニティ・ビジネス」の創出を目指すことである。そのため、段階的にスキルが向上するよう、

講座を組み立てることとなった。最初に、「テクニカルスキル」（４）の向上を目指し、「コミュニティ・ビジネス」の

基本的なことを学ぶこととした。次に、「ヒューマン・スキル」（５）の向上を目指し、「コミュニティ・ビジネス」の

事業計画を班毎に発表することとした。次に、「コンセプトチュアル・スキル」（６）の向上を目指し、「コミュニティ・

ビジネス」の事業計画書の策定を行うこととした（表１）。
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（４）ある特定の職務を遂行するのに必要とされる能力。
（５）他者や周囲との円滑な関係を構築・維持する能力。
（６）知識や情報などを体系的に組み合わせ、複雑な事象を概念化することにより、物事の本質を把握する能力。



まちづくり講座１．２．３回では、「コミュニティ・ビジネス」事業策定のため、前段階として、筆者（上村）に

よる関西圏等における「コミュニティ・ビジネス」の事例紹介を行った。さらに、事業プランを具体的に学ぶため、

奈良県吉野郡で活躍している地域プランナー・コーディネーター（一般社団法人地域づくり支援機構）を講師に招

き、奈良県・和歌山県の事例を学習した。

講師が紹介したコミュニティ・ビジネスの事例として、「ものづくり」から観光・交流の拡大に繋げた「工房街

道推進協議会」、古民家を活用したコミュニティカフェ、地域コミュニティの場や創業支援の場づくりを行った「伊

那佐郵人」等の事例は、事業計画書策定に大いに参考となった。

まちづくり講座４．５回では、「コミュニティ・ビジネスのプランニング」をテーマに、４班（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ班）

に分かれ、グループワーキングを行った。課題整理、課題解決から始まって、事業名称から年度事業目標に至るま

で具体化する作業を行った。第5回では、案をブラッシュアップさせ、各班毎に発表した。各班は、講座以外にも自

主ゼミを開くなどしてようやく事業計画書を完成させた。

まちづくり講座６回では、４つのグループに分かれて事業計画書（表２・３・４）を三郷町在住、在勤者を対象

に公開発表を行った。地域コーディネーター、連絡協議会を代表して同協議会会長 森宏範氏（三郷町長）、「学」を

代表して奈良学園大学情報学部学部長根岸章教授（奈良学園大学学長代理）が講評者として出席し、よりよい三郷

町に向けて、受講者・連絡協議会メンバーとの意見交換交流も行われるなど、充実した時間となった。この事業計

画書は連絡協議会を通して、三郷町総務部まちづくり推進課に提出され講座が終了した（写真２）。

奥 野 護 ・ 上 村 修 三74

テ ー マ開催回

コミュニティ・ビジネスを学ぶ（平成27年10月15日）第１回

地域資源を発掘する（平成27年11月５日）第２回

奈良・和歌山の事例紹介（平成27年11月19日）第３回

コミュニティ・ビジネスのプランニング（平成28年１月21日）第４回

ビジネスプランのブラッシュアップ（平成28年２月18日）第５回

ビジネスプランの発表・講評（平成28年３月１日）第６回

表１ まちづくり講座のテーマ一覧表（上村他（2015）より引用）

写真２ まちづくり講座の様子（上村他（2015）より引用）
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Ⅴ 提出された事業計画書

提出された事業計画書は、連絡協議会より許可を得て、以下に記載する（表２．３．４）。

（報告書は写真で掲載）
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表２ 提出された事業計画書Ａ班（上村他（2015）より引用）
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表３ 提出された事業計画書Ｂ・Ｃ班（上村他（2015）より引用）
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表４ 提出された事業計画書Ｄ班（上村他（2015）より引用）



Ⅵ まとめ

まちづくり講座において、連絡協議会が「とき（時）」、「ば（場）」、「ひと（人）」を提供し、住民が主体となっ

て三郷町の社会課題に立ち向かい、地域課題をビジネス的に解決する「コミュニティ・ビジネス」計画案を作成す

るに至った。講座終了後のまちづくり講座参加者（以下、参加者）受講者アンケートをみると、17人中13名が、ま

ちづくり講座の開催前、何もない状態から話し合いで徐々に意見が集約されていく過程は、有意義なものであった。

また、次年度もまちづくり講座を継続したいと答えている。さらに、参加者自らゼミを開くという活動にまで展開

していった。初年度の受講者17名の内、13名が、次年度もまちづくり講座を継続したいと答えたことは、地域活性

化への中核となる地域リーダー育成につながっていくものと考えられる。

今回のまちづくり講座で策定した事業計画書に基づいて事業を創出するためには、NPO法人のような人格のある

事業主体を立ち上げる必要がある。事業主体を立ち上げるとするならば、資金繰りが必要である。Ａ班の事業計画

書では予算が検討されているが、Ｄ班の事業計画書ではパンフレット関係の予算だけで、事業主体の資金について

は検討されていない。Ａ班の計画書を参考にして、今後、さらに具体化する必要がある。事業主体を創出し、それ

が下支えとなって、地域住民を前面に押し出した事業となるならば、ビジネスプランは具現化されて成長していく

可能性を秘めている。また、「ソーシャル・ビジネス」の必要要件である３つの特性の中の「社会性」については、

間違いなく三郷町の課題に向き合っている。「革新性」については、三郷町内で、起こしうるのかどうかは問われ

るが、ソーシャル・イノベーションを起こすには、町内産物の掘り起しと、それらをつなぎ合わせる「とき（時）」、

「ば（場）」、「ひと（人）」、「もの（物）」、「しごと（仕事）」の創出に新たな視点が必要である。さらに「事業性」

についても、資金面や事業主体のミッションの検討が併せて必要である。

「産官学」が場を提供する形の「民」主体のまちづくり講座をスタートさせ、ここまでのプランを構築できたこ

とは、大きな成果である。今後、生み出されたビジネスプランをさらに深耕させていくには、「産」がリードしな

がら、官学民がそれぞれの役割を果たし、特に民の斬新なアイデア、希望、意欲を、産官学が寛容に受け止めて、

民の思いを実現できるよう、官学民の担保力（信用）、専門性、ネットワークを総動員して支援することが、「ソー

シャル・ビジネス」創出の要諦であると考える。

おわりに

今回、三郷町における地域課題解決の一方策として、連絡協議会主催でまちづくり講座を実施し、「コミュニ

ティ・ビジネス」の創出を目指して話し合いが行われ、事業計画書の作成まで至ったことは、参加者並びに連絡協

議会メンバーにとっても大きな成果であり、産官学民が連携して間違いなく三郷町の課題解決に立ち向かおうとし

ている。また、政府が目指す地方創生（地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生する）の目

的にも本まちづくり講座は、合致しており、参加者は着実に地域創生を目指しはじめている。

今後、具体的な雇用創出に繋げるためには、従来の産官学に「民」を加えた産官学民連携組織を構築し、「コミュ

ニティ・ビジネス」創出の持続可能なシステムづくりと、それぞれ構成団体の自助努力が必要である。自助努力と

は、効率的な運営や外部資金の調達である。例を挙げると「学」においては、大学と地域との連携において、学生

を地域フィールドで学ばすことの実体験により教育効果を狙う。学生参加型地域課題解決プログラムを企画するこ

とにより、研究助成による外部資金の調達を促す。また、「産」「官」「民」においても、地域課題解決に必要な助

成資金の獲得を目指す必要がある。そのためには、まちづくり研究会を立ち上げ、「ソーシャル・ビジネス」の構

成要素（「社会性」「事業性」「革新性」）を形成する具体な事業を研究し、外部資金が獲得できうる事業計画書を作
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成することである。さらには、久木元（2011）も指摘しているように、地域住民とのコミュニティ形成に必要な

「ソーシャル・キャピタル」を深耕することである。
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